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１ 【臨時報告書の訂正報告書の提出理由】

2025年10月８日付で金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号

の４の規定に基づき提出した臨時報告書の記載事項のうち、一部に訂正すべき事項がありましたので、金融商品取引

法第24条の５第５項の規定に基づき、臨時報告書の訂正報告書を提出するものであります。

 
２ 【訂正事項】

　２　報告内容

　　３．会社法第234条の規定により一に満たない端数の処理が生じる場合の処理をすることが見込まれる場合に

おける当該処理の方法、当該処理により株主に交付されることが見込まれる金銭の額及び当該額の算定

根拠

（１）１株に満たない端数の処理をすることが見込まれる場合における当該処理の方法

④売却する時期及び売却により得られた代金を株主に交付する時期の見込み

　

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　を付して表示しております。

 
（訂正前）

④売却する時期及び売却により得られた代金を株主に交付する時期の見込み

当社は、本株式併合の効力発生後、2025年12月中旬を目途に、会社法第235条第２項の準用する同法第234条第２項

の規定に基づき、裁判所に対して、本株式併合の結果生じる１株未満の端数の合計数に相当する当社株式を公開買付

者親会社に売却することについて許可を求める申立てを行うことを予定しております。当該許可を得られる時期は裁

判所の状況等によって変動し得ますが、当社は、当該裁判所の許可を得て、2026年１月上旬を目途に当該当社株式を

公開買付者親会社に売却し、その後、当該売却により得られた代金を株主の皆様に交付するために必要な準備を行っ

た上で、2026年１月下旬を目途に当該売却代金を株主の皆様に対して交付することを見込んでおります。

当社は、本株式併合の効力発生日から売却に係る一連の手続に要する期間を考慮し、上記のとおり、それぞれの時

期に、本株式併合の結果生じる１株未満の端数の合計数に相当する当社株式の売却が行われ、また、当該売却代金の

株主への交付が行われるものと判断しております。

 
（訂正後）

④売却する時期及び売却により得られた代金を株主に交付する時期の見込み

当社は、本株式併合の効力発生後、2025年12月中旬を目途に、会社法第235条第２項の準用する同法第234条第２項

の規定に基づき、裁判所に対して、本株式併合の結果生じる１株未満の端数の合計数に相当する当社株式を公開買付

者親会社に売却することについて許可を求める申立てを行うことを予定しております。当該許可を得られる時期は裁

判所の状況等によって変動し得ますが、当社は、当該裁判所の許可を得て、2026年１月上旬を目途に当該当社株式を

公開買付者親会社に売却し、その後、当該売却により得られた代金を株主の皆様に交付するために必要な準備を行っ

た上で、2026年３月頃を目途に当該売却代金を株主の皆様に対して交付することを見込んでおります。

当社は、本株式併合の効力発生日から売却に係る一連の手続に要する期間を考慮し、上記のとおり、それぞれの時

期に、本株式併合の結果生じる１株未満の端数の合計数に相当する当社株式の売却が行われ、また、当該売却代金の

株主への交付が行われるものと判断しております。
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